
２ 連結貸借対照表等について 

（１）連結貸借対照表等 

「総務省方式改訂モデル」では、普通会計、特別会計、広域連合、外郭団体等を連

結した貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表を

作成するよう求められています。これは、普通会計のほか、その他の特別会計や地方

公共団体と連携協力して行政サービスを実施している関係団体や法人を一つの行政

サービス実施主体とみなして作成する財務諸表です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連結の対象 

ア 普通会計 

普通会計とは、各団体によって異なっている会計の範囲について、財政比較な

どを行うために統一的に用いられる会計区分で、鎌倉市では、一般会計、大船駅

東口市街地再開発事業特別会計、公共用地先行取得事業特別会計等が普通会計と

なります。 

 

イ 特別会計 

ここでの特別会計は、特定の収入をもって事業を行う会計で、普通会計に属さ

ない会計です。普通会計に属している大船駅東口市街地再開発事業特別会計、公

共用地先行取得事業特別会計を除いた下水道事業特別会計、国民健康保険事業特

別会計、老人保健医療事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事

業特別会計が特別会計に区分されます。 

 

連 結 

地方公共団体全体 

地方三公社 

 土地開発公社 

第三セクター等 

 鎌倉市公園協会 

 鎌倉風致保存会 

 鎌倉市芸術文化振興財団 

普 通 会 計 

特 別 会 計 

広 域 連 合 



ウ 広域連合 

広域連合とは、複数の地方公共団体が、行政サービスの一部を共同で行うこと

を目的として設置する組織で、鎌倉市の場合、後期高齢者医療について神奈川県

後期高齢者医療広域連合を設置し県内の地方公共団体と共同で運営しています。

これに係る事業費を、それぞれの地方公共団体の負担割合をもとに按分し計上す

ることとされています。鎌倉市の負担割合は全体の 2.1％となっております。 

 

エ 地方三公社等 

連結の対象となる団体は、出資比率が 50％以上の法人（予算の執行に関する

調査権が及ぶとともに、議会に対する経営状況の提出義務が課せられています）

は、全てが連結の対象となります。出資比率が 25％以上（監査委員による監査

の対象）50％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、当該

法人の業務運営に実質的に主導的な立場を確保している場合は対象とします。ま

た、出資比率が 25％未満であっても以下のケースの場合は、連結の対象としま

す。 

 

１ 資金調達額の総額の過半（50％超）を設立団体からの貸付金が占めている

場合（資金調達額は設立団体及び金融機関等からの借入れ等貸借対照表の

負債の部に計上されているものとする。設立団体からの貸付額には損失補

償等を含むこととするが、補助金、委託料等は含まないものとする。 

２ 意思決定機関（取締役会、理事会等）の構成員の過半数を行政からの派遣

職員が占める場合、あるいは構成員の決定に重要な影響力を有している場

合。 

３ 補助金等が、収益の大部分を占める場合（人件費相当額を補助する等重要

な補助金を交付している場合） 

４ 重要な委託契約（収益の大部分を占めるような場合等）が存在する場合。

５ 業務運営に関与しない出資者や出えん者の存在により、実質的には当該地

方公共団体の意思決定に従って業務運営が行われている場合。 

 

鎌倉市土地開発公社、鎌倉市公園協会、鎌倉風致保存会、鎌倉市芸術文化振興

財団（鎌倉市学校建設公社は廃止済）に対しては出資比率が 100％となっていま

すので、これらの団体は連結の対象となります。また、出資している他の団体は、

出資比率 25％以下となっています。その場合は、上記 5 つの項目に該当してい

ないことから連結の対象としていません。 

 

 



（３）作成の手順 

ア 連結貸借対照表等の作成 

連結貸借対照表等の作成にあたっては、大きく三つの作業が必要となります。

一つ目は、連結対象団体の個別の貸借対照表等の作成、または読み替えを行いま

す。二つ目として、すでに作成されている個別の貸借対照表等の修正を加えます。

三つ目は単純合計を行い、内部取引の相殺消去を行います。 

 

イ 個別貸借対照表等 

連結貸借対照表等を作成するにあたり、各会計・団体・法人の個別の貸借対照

表等を作成する必要があります。それぞれの団体等では、それぞれの会計基準に

基づき貸借対照表等を作成しています。それぞれの会計基準では、「総務省方式

改訂モデル」に対応できない貸借対照表等がありますので、それらを補完するた

め、作成する必要がでてきます。たとえば、財団法人等の会計基準では資金収支

計算書を作成する必要がありませんが、「総務省方式改訂モデル」の連結貸借対

照表等にあたっては必要となりますので新たに作成することとなります。 

 

ウ 個別貸借対照表等の修正 

個別の貸借対照表等については、それぞれで固有の会計基準に基づき作成され

ていることは前段で述べましたが、連結対象となる会計・団体・法人等において、

普通会計の貸借対照表において求められている処理が行われていない場合は、普

通会計に準じた処理を行う必要があります。 

 

（４）連結貸借対照表等の分析 

【連結貸借対照表が示す情報とその分析】 

連結貸借対照表では、普通会計貸借対照表では現れない市全体の資産、債務

の状況を把握することができます。 

 

①�  普通会計と連結貸借対照表 

40 ページの「連結貸借対照表内訳表」にあるように、資産総額は普通会計

資産に下水道事業特別会計の資産約 874 億円や土地開発公社の資産約 70 億円

等の合算により約 3,582 億円に達します。これは、単純に合計した額約 3,585

億円から、連結対象団体への出資約 3億円を相殺消去した額です。 

「純資産の部」では、出資により相殺消去した額と同額の純資産の相殺消去

を行い、純資産が約 2,392 億円となりました。 

 

② 連結貸借対照表 22 年度、21 年度の比較 



42 ページの「連結貸借対照表 22 年度、21 年度の比較表」で、普通会計単

独の数値の増減と連結後の数値の増減とに着目し、特徴的な点を説明します。

「１ 公共資産の部」では、普通会計の貸借対照表は、資産総額が前年度に比

較して約 9％減少し、連結貸借対照表では、約 12％の減少しております。これ

は、普通会計、下水道事業特別会計、介護サービス特別会計が保有する建物価

格が評価により大きく減少したのに加え、土地開発公社が保有する土地価格が、

公社健全化計画の進展により減少傾向にあるためです。 

「負債の部」では、普通会計と同じような傾向がみられ、地方債の残高が増

加傾向を示しています。平成 22 年度は、公共用地先行取得等事業に地方債を

活用したことから、地方債残高が一時的に増加しました。 

「純資産の部」を見ると、上記の通り建物の再評価を実施したことに伴い、

普通会計の貸借対照表は、純資産の残高が前年度に比較して約 11％減少し、

連結貸借対照表では、約 16％減少しております。 

 

③ 一人あたりの連結貸借対照表 

人口一人あたりの資産は 2,022 千円に対して、負債が 670 千円、純資産が

1,351 千円となります。人口一人当たりで算出した数値は、単位あたり数値と

して比較分析の際などに有用となります。 

 

【連結行政コスト計算書が示す情報とその分析】 

連結行政コスト計算書は、普通会計とは違ったコストの構成比率を示します。

26 ページの普通会計の行政コスト計算書では、人件費が 26.9％と大きな割合

を示していましたが、47 ページの連結行政コスト計算書では、社会保障給付

に係るコストが 51.4％と、全行政コストの約半分を示す結果となりました。

これは、連結対象である国民健康保険事業特別会計や介護保険事業特別会計の

給付費が社会保障に分類され、その経費割合が非常に高額であることを示して

います。 

また、他会計への繰出金は、連結対象となる会計へのものであるため、相殺

消去します。これにより、普通会計では、他会計への繰出金として計上されて

いたコストが、実際にその会計や団体で使われた経費に置き換わることになり

ます。同じく、連結対象団体に対する補助金や委託料なども、連結時に相殺消

去しています。 

歳入面でも普通会計とは大きく異なる構成比率を示します。普通会計に属さ

ない特別会計は保険料収入等により事業を行っていることから、経常収益の割

合が大幅に増加することとなります。 

 



【連結純資産変動計算書が示す情報とその分析】 

連結行政コスト計算書は、市税等一般財源や国県補助金を除き、行政サービ

スに対する直接の対価として得られた財源をコストと比較していましたが、連

結純資産変動計算書で見えてくるものは、連結行政コスト計算書の純経常コス

トの金額に対して、一般財源及び経常的な補助金等がどの程度あったのか、そ

の点を普通会計と比較して見ることができます。 

連結純資産変動計算書では、普通会計と比較して、国県補助金がどの程度得

ることができたか、会計間における国県補助金への依存度の差異などを読み取

ることもできます。22 年度は、主に資産評価替えによる変動額が純資産を減

少させる結果になったことがわかります。純資産はこれまでの世代が負担して

きた部分を表していますが、これが減ることにより、相対的に将来世代の負担

が増えることを意味しています。 

 

【連結資金収支計算書が示す情報とその分析】 

連結資金収支計算書は資金の範囲が普通会計と異なるため、読み替えが必要

になります。普通会計では、歳計現金のみが資金の範囲とされていましたが、

連結資金収支計算書では財政調整基金等も資金の範囲に含めると定められて

いるため、調整を加える必要があります。これにより普通会計の歳計現金残高

に財政調整基金を追加した額が資金となるため、財政調整基金の繰入金、取り

崩しに調整を加え資金の動きを変更することとなります。これ以外は普通会計

の資金収支計算書と同じものとなります。また、行政コスト計算書と同じよう

に、他会計への繰出金等を相殺消去することにより、最終的にどのような使わ

れ方がなされたのかがわかることになり資金収支計算書の本来の目的である

資金の増減の要因を表すことができます。 



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 195,414,237 ①普通会計地方債

②教育 101,577,159 ②公営事業地方債

③福祉 15,131,865 地方公共団体計 88,593,281

④環境衛生 5,055,480 (2) 関係団体

⑤産業振興 1,862,591 ①一部事務組合・広域連合地方債

⑥消防 2,672,037 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 18,621,062 ③第3セクター等長期借入金

⑧収益事業 0 関係団体計 2,000,000

⑨その他 0 (3) 長期未払金 555,446

有形固定資産計 340,334,431 (4) 引当金 13,464,095

(2) 無形固定資産 722 （うち退職手当引当金） 13,464,095

(3) 売却可能資産 2,184,692 （うちその他引当金） 0

公共資産合計 342,519,845 (5) その他 0

固定負債合計 104,612,822

２　投資等

(1) 投資及び出資金 158,782 ２　流動負債

(2) 貸付金 18,889 (1) 翌年度償還予定地方債

(3) 基金等 6,383,698 ①地方公共団体

(4) 長期延滞債権 3,574,131 ②関係団体

(5) その他 0 翌年度償還予定額計 7,502,007

(6) 回収不能見込額 △ 1,213,899 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 4,801,000

投資等合計 8,921,601 (3) 未払金 82,540

(4) 翌年度支払予定退職手当 1,178,061

３　流動資産 (5) 賞与引当金 779,580

(1) 資金 6,348,811 (6) その他 3,110

(2) 未収金 338,257 流動負債合計 14,346,298

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 32,322 負　　債　　合　　計 118,959,120

(5) 回収不能額 △ 397

流動資産合計 6,718,993 純　 資　 産　 合　 計 239,201,319

資　　産　　合　　計 358,160,439 負 債 ・ 純 資 産 合 計 358,160,439

※1　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※2　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち35,430,866千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※3　有形固定資産のうち、土地は206,046,595千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は97,306,500千円です。

平成２２年度　連結貸借対照表
（平成23年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

46,445,686

42,147,595

4,507,392

0

7,468,383

33,624

1,932,760

0

0

0

2,000,000



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 230,424,979 ①普通会計地方債

②教育 107,320,040 ②公営事業地方債

③福祉 11,388,544 地方公共団体計 85,730,189

④環境衛生 8,359,251 (2) 関係団体

⑤産業振興 3,088,645 ①一部事務組合・広域連合地方債 0

⑥消防 3,181,109 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 22,862,793 ③第3セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0 関係団体計 2,000,000

⑨その他 0 (3) 長期未払金 613,485

有形固定資産計 386,625,361 (4) 引当金 13,712,474

(2) 無形固定資産 695 （うち退職手当引当金） 13,709,674

(3) 売却可能資産 2,188,267 （うちその他引当金） 2,800

公共資産合計 388,814,323 (5) その他 0

固定負債合計 102,056,148

２　投資等

(1) 投資及び出資金 158,782 ２　流動負債

(2) 貸付金 34,663 (1) 翌年度償還予定地方債

(3) 基金等 6,673,904 ①地方公共団体

(4) 長期延滞債権 3,543,186 ②関係団体

(5) その他 0 翌年度償還予定額計 11,916,986

(6) 回収不能見込額 △ 1,235,893 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 4,972,000

投資等合計 9,174,642 (3) 未払金 79,700

(4) 翌年度支払予定退職手当 1,401,897

３　流動資産 (5) 賞与引当金 816,773

(1) 資金 5,888,039 (6) その他 3,401

(2) 未収金 409,575 流動負債合計 19,190,757

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 31,058 負　　債　　合　　計 121,246,905

(5) 回収不能額 0

流動資産合計 6,328,672 純　 資　 産　 合　 計 283,070,732

資　　産　　合　　計 404,317,637 負 債 ・ 純 資 産 合 計 404,317,637

※1　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※2　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち36,194,574千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※3　有形固定資産のうち、土地は197,977,924千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は141,069,004千円です。

平成２１年度　連結貸借対照表
（平成22年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

38,855,409

46,874,780

0

0

3,213,167

2,000,000

7,884,456

4,032,530

325,655



連結貸借対照表内訳表

普通会計

(小計)

A B A+B

[資産の部]

1. 公共資産

(1) 有形固定資産

①生活インフラ・国土保全 101,736,905 87,134,954 87,134,954 188,871,859

②教育 101,571,244 0 101,571,244

③福祉 12,611,966 2,519,899 2,519,899 15,131,865

④環境衛生 4,804,855 0 4,804,855

⑤産業振興 1,653,116 0 1,653,116

⑥消防 2,672,037 0 2,672,037

⑦総務 18,621,062 0 18,621,062

⑧収益事業 0 0

⑨その他 0 0

　　　有形固定資産計 243,671,185 87,134,954 0 0 0 2,519,899 0 89,654,853 333,326,038

(2) 無形固定資産 0 0

(3) 売却可能資産 2,184,692 0 2,184,692

　公共資産合計 245,855,877 87,134,954 0 0 0 2,519,899 0 89,654,853 335,510,730

2. 投資等

(1) 投資及び出資金 472,782 0 0 472,782

(2) 貸付金 5,671 13,218 13,218 18,889

(3) 基金等 4,037,196 0 1,196 927,068 928,264 4,965,460

(4) 長期延滞債権 2,728,970 27,321 742,956 48,051 26,833 845,161 3,574,131

(5) その他 0 0 0

(6) 回収不能見込額 (709,011) (14,946) (449,535) (31,413) (8,994) (504,888) (1,213,899)

　投資等合計 6,535,608 25,593 294,617 0 943,706 0 17,839 1,281,755 7,817,363

3. 流動資産

(1) 資金 5,292,958 227,411 400,537 198,242 116,705 942,895 6,235,853

(2) 未収金 139,627 45,261 137,305 1,452 3,407 1,183 188,608 328,235

(3) 販売用不動産 0 0

(4) その他 0 0 0

(5) 回収不能見込額 0 (397) (397) (397)

　流動資産合計 5,432,585 272,672 537,842 1,452 201,649 0 117,491 1,131,106 6,563,691

4. 繰延勘定 0 0

 資 産 合 計 257,824,070 87,433,219 832,459 1,452 1,145,355 2,519,899 135,331 92,067,715 349,891,785

[負債の部]

1. 固定負債

(1) 地方公共団体

①普通会計地方債 42,147,595 0 42,147,595

②公営事業地方債 46,291,237 154,449 46,445,686 46,445,686

　　　地方公共団体計 42,147,595 46,291,237 0 0 0 154,449 0 46,445,686 88,593,281

(2) 関係団体 0

①一部事務組合・広域連合地方債 0 0

②地方三公社長期借入金 0 0

③第三セクター等長期借入金 0 0

　　　関係団体計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(3) 長期未払金 555,446 0 555,446

(4) 引当金 13,442,276 0 0 0 0 0 0 0 13,442,276

　　(うち 退職手当等引当金) 13,442,276 0 13,442,276

　　(うち その他の引当金) 0 0 0

(5) その他 0 0

　　(うち 他会計借入金) 0 0

　固定負債合計 56,145,317 46,291,237 0 0 0 154,449 0 46,445,686 102,591,003

2. 流動負債 0

(1) 翌年度償還予定額 0

①地方公共団体 4,282,713 3,185,670 3,185,670 7,468,383

②関係団体 33,624 33,624 33,624

　　　翌年度償還予定額計 4,282,713 3,185,670 0 0 0 33,624 0 3,219,294 7,502,007

(2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0 0 0

(3) 未払金 58,040 0 58,040

(4) 翌年度支払予定退職手当 1,178,061 0 1,178,061

(5) 賞与引当金 779,580 0 779,580

(6) その他 0 0

　　(うち 他会計借入金翌年度償還予定額) 0 0

　流動負債合計 6,298,394 3,185,670 0 0 0 33,624 0 3,219,294 9,517,688

 負 債 合 計 62,443,711 49,476,907 0 0 0 188,073 0 49,664,980 112,108,691

[純資産の部]

 純 資 産 合 計 195,380,359 37,956,312 832,459 1,452 1,145,355 2,331,826 135,331 42,402,735 237,783,094

 負 債 及 び 純 資 産 合 計 257,824,070 87,433,219 832,459 1,452 1,145,355 2,519,899 135,331 92,067,715 349,891,785

下水道事業 国民健康保険 老人保健事業

介護保険事業
後期高齢者
医療事業保険事業 介護サービス

地方公共団体

公営事業会計
(合計)



（単位：千円）

広域連合 地方三公社

(合計)

(A+B+C) (D+E+F+G+H)

C D E F G D+E+F+G H I

188,871,859 6,540,257 4,646 4,646 195,416,762 (2,525) 195,414,237

101,571,244 5,915 5,915 101,577,159 101,577,159

15,131,865 0 15,131,865 15,131,865

4,804,855 250,625 0 5,055,480 5,055,480

1,653,116 209,475 0 1,862,591 1,862,591

2,672,037 0 2,672,037 2,672,037

18,621,062 0 18,621,062 18,621,062

0 0 0 0

0 0 0 0

0 333,326,038 0 7,000,357 4,646 0 5,915 10,561 340,336,956 (2,525) 340,334,431

0 722 722 722 722

2,184,692 0 2,184,692 2,184,692

0 335,510,730 0 7,000,357 5,368 0 5,915 10,561 342,522,370 (2,525) 342,519,845

472,782 0 472,782 (314,000) 158,782

18,889 0 18,889 18,889

4,965,460 180,247 3,000 26,690 856,188 352,113 1,234,991 6,383,698 6,383,698

3,574,131 0 3,574,131 3,574,131

0 0 0 0

(1,213,899) 0 (1,213,899) (1,213,899)

0 7,817,363 180,247 3,000 26,690 856,188 352,113 1,234,991 9,235,601 (314,000) 8,921,601

0

6,235,853 19,173 1,923 39,690 948 51,224 91,862 6,348,811 6,348,811

328,235 345 5,621 4,056 10,022 338,257 338,257

0 0 0 0

0 2,859 414 29,049 32,322 32,322 32,322

(397) 0 (397) (397)

0 6,563,691 19,173 1,923 42,894 6,983 84,329 134,206 6,718,993 0 6,718,993

0 0 0 0

0 349,891,785 199,420 7,005,280 74,952 863,171 442,357 1,379,758 358,476,964 (316,525) 358,160,439

42,147,595 0 42,147,595 42,147,595

46,445,686 0 46,445,686 46,445,686

0 88,593,281 0 0 0 0 0 0 88,593,281 0 88,593,281

0 0 0 0

0 2,000,000 0 2,000,000 2,000,000

0 0 0 0

0 0 0 2,000,000 0 0 0 0 2,000,000 0 2,000,000

555,446 0 555,446 555,446

0 13,442,276 0 0 15,290 0 6,529 21,819 13,464,095 0 13,464,095

13,442,276 15,290 6,529 21,819 13,464,095 13,464,095

0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 102,591,003 0 2,000,000 15,290 0 6,529 21,819 104,612,822 0 104,612,822

7,468,383 0 7,468,383 7,468,383

33,624 0 33,624 33,624

0 7,502,007 0 0 0 0 0 0 7,502,007 0 7,502,007

0 4,801,000 0 4,801,000 4,801,000

58,040 15,895 450 8,155 24,500 82,540 82,540

1,178,061 0 1,178,061 1,178,061

779,580 0 779,580 779,580

0 646 873 1,591 3,110 3,110 3,110

0 0 0 0

0 9,517,688 0 4,801,000 16,541 1,323 9,746 27,610 14,346,298 0 14,346,298

0 112,108,691 0 6,801,000 31,831 1,323 16,275 49,429 118,959,120 0 118,959,120

237,783,094 199,420 204,281 43,123 861,848 426,082 1,331,053 239,517,848 (316,525) 239,201,319

0 349,891,785 199,420 7,005,280 74,952 863,171 442,357 1,380,482 358,476,968 (316,525) 358,160,439

純計純計 神奈川県
後期高齢者
医療広域連合

(単純合計) (相殺消去等)
鎌倉風致
保存会

鎌倉市芸術
文化振興財団

鎌倉市土地
開発公社

鎌倉市
公園協会

第三セクター等

(相殺消去等)



各年度３月31日現在 （単位：千円）

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 増減率

1 公共資産 1 固定負債
（１） 有形固定資産 340,334,431 95.0% 386,625,361 107.9% △ 46,290,930 △12.0% （１） 地方公共団体 88,593,281 24.7% 85,730,189 21.2% 2,863,092 3.3%
① 生活インフラ・国土保全 195,414,237 54.6% 230,424,979 57.0% △ 35,010,742 △15.2% ① 普通会計地方債 42,147,595 11.8% 38,855,409 9.6% 3,292,186 8.5%
② 教育 101,577,159 28.4% 107,320,040 30.0% △ 5,742,881 △5.4% ② 公営事業地方債 46,445,686 13.0% 46,874,780 11.6% △ 429,094 △0.9%
③ 福祉 15,131,865 4.2% 11,388,544 3.2% 3,743,321 32.9%
④ 環境衛生 5,055,480 1.4% 8,359,251 2.3% △ 3,303,771 △39.5% （２） 関係団体 2,000,000 0.6% 2,000,000 0.5% 0 ---
⑤ 産業振興 1,862,591 0.5% 3,088,645 0.9% △ 1,226,054 △39.7%
⑥ 消防 2,672,037 0.7% 3,181,109 0.9% △ 509,072 △16.0% （３） 長期未払金 555,446 0.2% 613,485 0.2% △ 58,039 △9.5%
⑦ 総務 18,621,062 5.2% 22,862,793 6.4% △ 4,241,731 △18.6%
⑧ 収益事業 0 --- 0 --- 0 --- （４） 引当金 13,464,095 3.8% 13,712,474 3.4% △ 248,379 △1.8%
⑨ その他 0 --- 0 --- 0 ---

（２） 無形固定資産 722 695 27 3.9% （５） その他 0 --- 0 --- 0 ---
（３） 売却可能資産 2,184,692 0.6% 2,188,267 0.6% △ 3,575 △0.2%

固定負債合計 104,612,822 29.2% 102,056,148 25.2% 2,556,674 2.5%
公共資産合計 342,519,845 95.6% 388,814,323 96.2% △ 46,294,478 △11.9%

2 流動負債
2 投資等 （１） 翌年度 7,502,007 2.1% 11,916,986 2.9% △ 4,414,979 △37.0%

（１） 投資及び出資金 158,782 0.0% 158,782 0.0% 0 0.0% 償還予定額
（２） 貸付金 18,889 0.0% 34,663 0.0% △ 15,774 △45.5% ① 地方公共団体 7,468,383 2.1% 7,884,456 2.0% △ 416,073 △5.3%
（３） 基金等 6,383,698 1.8% 6,673,904 1.9% △ 290,206 △4.3% ② 関係団体 33,624 0.0% 4,032,530 1.0% △ 3,998,906 △99.2%
（４） 長期延滞債権 3,574,131 1.0% 3,543,186 1.0% 30,945 0.9%
（５） その他 0 --- 0 --- 0 --- （２） 短期借入金 4,801,000 1.3% 4,972,000 1.2% △ 171,000 △3.4%
（６） 回収不能見込額 △ 1,213,899 △0.3% △ 1,235,893 △0.3% 21,994 △1.8%

投資等合計 8,921,601 2.5% 9,174,642 2.6% △ 253,041 △2.8%
（３） 未払金 82,540 0.0% 79,700 0.0% 2,840 3.6%

3 流動資産 （４）
翌年度支払予定
退職金

1,178,061 0.3% 1,401,897 0.3% △ 223,836 △16.0%

（１） 資金 6,348,811 1.8% 5,888,039 1.6% 460,772 7.8%
（５） 賞与引当金 779,580 0.2% 816,773 0.2% △ 37,193 △4.6%

（２） 未収金 338,257 0.1% 409,575 0.1% △ 71,318 △17.4%
（６） その他 3,110 0.0% 3,401 0.0% △ 291 △8.6%

（３） 販売用不動産 0 --- 0 --- 0 ---
流動負債合計 14,346,298 4.0% 19,190,757 4.7% △ 4,844,459 △25.2%

（４） その他 32,322 0.0% 31,058 0.0% 1,264 4.1% 118,959,120 33.2% 121,246,905 30.0% △ 2,287,785 △1.9%

（５） 回収不能額 △ 397 0.0% 0 --- △ 397 ---

純資産 239,201,319 66.8% 283,070,732 70.0% △ 43,869,413 △15.5%

流動資産合計 6,718,993 1.9% 6,328,672 1.8% 390,321 6.2% 純資産合計 239,201,319 66.8% 283,070,732 70.0% △ 43,869,413 △15.5%

358,160,439 100.0% 404,317,637 100.0% △ 46,157,198 △11.4% 358,160,439 100.0% 404,317,637 100.0% △ 46,157,198 △11.4%

※構成比の数値は、四捨五入の関係上、計及び合計と一致しない場合があります。

【負債の部】
平成２２年度 平成２１年度 増減及び前年度比

負債合計

【純資産の部】

資産合計 負債・純資産合計

連結貸借対照表　２２年度、２１年度比較表

借　　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　　方

【資産の部】
平成２２年度 平成２１年度 増減及び前年度比



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 1,103 ①普通会計地方債

②教育 573 ②公営事業地方債

③福祉 85 地方公共団体計 500

④環境衛生 29 (2) 関係団体

⑤産業振興 11 ①一部事務組合・広域連合地方

⑥消防 15 ②地方三公社長期借入金

⑦総務 105 ③第3セクター等長期借入金

⑧収益事業 0 関係団体計 11

⑨その他 0 (3) 長期未払金 4

有形固定資産計 1,921 (4) 引当金 76

(2) 無形固定資産 0 （うち退職手当引当金） 76

(3) 売却可能資産 12 （うちその他引当金） 0

公共資産合計 1,933 (5) その他 0

固定負債合計 591

２　投資等

(1) 投資及び出資金 1 ２　流動負債

(2) 貸付金 0 (1) 翌年度償還予定地方債

(3) 基金等 36 ①地方公共団体

(4) 長期延滞債権 20 ②関係団体

(5) その他 0 翌年度償還予定額計 41

(6) 回収不能見込額 △ 7 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 27

投資等合計 50 (3) 未払金 0

(4) 翌年度支払予定退職手当 7

３　流動資産 (5) 賞与引当金 4

(1) 資金 36 (6) その他 0

(2) 未収金 2 流動負債合計 79

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 1 負　　債　　合　　計 670

(5) 回収不能額 0

流動資産合計 39 純　 資　 産　 合　 計 1,351

資　　産　　合　　計 2,022 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,021

※1　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※2　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち200千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※3　有形固定資産のうち、土地は1,163千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は549千円です。

41

住民１人あたり連結貸借対照表
（平成23年3月31日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

238

262

0

11

0

0

25

0

11

0



２－１ 連結貸借対照表作成の前提条件 

 

項   目 内       容 

対象範囲 

 

 

 

 

 

※１ 

普 通 会 計  ：（一般会計、大船駅東口市街地再開発事業特別会計、

公共用地先行取得特別会計） 

特 別 会 計  ：（下水道事業特別会計、国民健康保険事業特別会計、

老人保健医療事業特別会計、介護保険事業特別会

計、後期高齢者医療事業特別会計） 

広 域 連 合  ：（神奈川県後期高齢者医療広域連合） 

第三セクター等：（鎌倉市土地開発公社、鎌倉市公園協会、鎌倉風致

保存会、鎌倉市芸術文化振興財団） 

対象年度 平成２２年度 

会計基準 普通会計・特別会計・広域連合：決算統計データから作成したバラ

ンスシート等を活用 

第三セクター等：公益法人会計基準等それぞれ会計基準により作成

したバランスシート等を活用 

減価償却の方法 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15

号）の規定に基づく定額法 

退職手当引当金 普通・特別会計・広域連合：会計年度末に職員全員が普通退職した

と想定し、特別会計対象者分は普通会

計にその要支給額を計上 

第三セクター等：それぞれの貸借対照表上に計上している額を計上

出納整理期間中の整理 普通会計においては出納整理期間が設けられており、出納整理期間

中の現金の受払い等が終了した後の計数を会計年度末に計上してい

るが、関係団体には出納整理期間が存在しない。連結に際して、普

通会計において出納整理期間中に関係団体の会計等への現金の受払

い等がなされた場合は、関係団体等においても、これに対応する現

金の受払い等が当該年度末に終了したものとして調整を行ってい

る。 

※１ 第３セクター等の対象要件：鎌倉市の出資比率が 50％以上の法人、または出資比率

が 25％以上 50％未満の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、当該法

人の業務運営に実質的な立場を確保している場合。（鎌倉ケーブルコミュニケーション

ズ 2.1％、鎌倉エフエム放送 20％、氏家浮世絵コレクション 0.9％） 



２－２　連結対象法人等明細表

うち市派遣職員

普通会計 普通会計 ― ― ― 1,318 ― ―

公営事業会計 下水道 ― ― 2,363,500 47 ― ―

国民健康保険 ― ― 1,132,637 17 ― ―

老人保健医療 ― ― 6,398 0 ― ―

介護保険 ― ― 1,804,280 24 ― ―

後期高齢者医療 ― ― 371,508 6 ― ―

一部事務組合
・広域連合

神奈川県後期高齢者医療広域連合 199,420 2.1 1,273,042 ― 2 ―

第三セクター等 土地開発公社 100 3,000 0 0
市からの依頼による用地の取得及び市への売却処
分、公社所有地の貸付事業

鎌倉市公園協会 100 10,000 13 0
公園愛護思想の普及、向上都市公園の管理（指定
管理）、公園利用の促進、情報提供事業

鎌倉風致保存会 100 1,000 1 0
鎌倉の自然の風光と豊かな文化財を後世に伝える
ための、保存及び啓発活動事業

鎌倉市芸術文化振興財団 100 300,000 7 0
鎌倉文学館及び鏑木清方記念美術館の管理（指定
管理）事業

職員数（人） 主たる事業内容区　分 会計・法人名
資本金等
（千円）

出資割合・
経費負担割合

（％）

市からの補助金
・負担金等
（千円）



２－３ 相殺消去等に含めた重要な修正・組替等の状況

勘定科目 金　額 勘定科目 金　額

土地開発公社 純資産 3,000 出資金 3,000

鎌倉市公園協会 純資産 10,000 出資金 10,000

鎌倉風致保存会 純資産 1,000 出資金 1,000

鎌倉市芸術文化振興財団 純資産 300,000 出資金 300,000

下水道 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 2,363,500 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 2,363,500

国保健康保険 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 1,132,637 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 1,132,637

老人保健医療 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 6,398 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 6,398

介護保険（保険事業） 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 1,766,500 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 1,766,500

介護保険（介護サービス事業） 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 37,780 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 37,780

後期高齢者医療 他会計補助金等（特別会計の繰入金） 371,508 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 371,508

老人保健医療 その他行政コスト充用財源（特別会計からの繰入金） 1,359 他会計への支出額（普通会計への繰出金） 1,359

介護保険（保険事業） その他行政コスト充用財源（特別会計からの繰入金） 34,613 他会計への支出額（普通会計への繰出金） 34,613

後期高齢者医療 その他行政コスト充用財源（特別会計からの繰入金） 31,612 他会計への支出額（普通会計への繰出金） 31,612

神奈川県後期高齢者医療広域連合 負担金・分担金等 1,273,042 他会計への支出額（普通会計からの繰出金） 1,273,042

鎌倉風致保存会 他会計補助金等（普通会計からの補助金） 14,566 補助費等（普通会計からの補助金） 14,566

鎌倉市公園協会 事業収益 216,960 物件費（指定管理料他） 216,960

鎌倉市芸術文化振興財団 事業収益 115,687 物件費（指定管理料） 115,687

土地開発公社 その他特定行政サービス（利子負担金収入） 86,966 補助費等（普通会計からの補助金） 86,966

神奈川県後期高齢者医療広域連合 保険料（連合の保険料） 2,766,274 社会保障給付（連合への支払） 2,766,274

土地開発公社 純資産期首残高 2,530 固定資産 2,530

土地開発公社 公共資産整備支出 4,172,075 その他収入（経常的収支の部） 4,172,075

14,708,007 14,708,007

会計・法人名等
借　方 貸　方
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